
１．はじめに

他人の著作物を自ら直接複製し翻案等するのではな

く、第三者を介して間接的に行った場合、著作権法上

の侵害責任及び不法行為責任は成立するのだろうか。

いわゆる間接侵害の問題である。著作権法は、特許法

のように間接侵害に関する規定をおいていない（特許

法１０１条１号、２号）。また、アメリカ法のように

寄与侵害（Ｃｏｎｔｒｉｂｕｔｏｒｙ ｉｎｆｒｉｎ

ｇｅｍｅｎｔ） や代位責任（Ｖｉｃａｒｉｏｕｓ Ｌ

ｉａｂｉｌｉｔｙ）の法理が確立している状況でもな

い。

そこで、著作権法がこの問題に関してどのような立

場にたっているのか、これまでの判例を整理しながら、

検討してみる必要がある。

２．演奏主体性

（１）最高裁昭和６３年３月１５日三小判決（クラブ・

キャッツアイ事件、判例時報１２７０－３４）は、

カラオケ伴奏による客の歌唱について、実際に歌唱

した客ではなく、カラオケ装置を設置したスナック

経営者が演奏の主体であるとして、スナック経営者

に不法行為責任を負わせた。「演奏主体性」に関す

るリーディング・ケースである。

同事件で、最高裁は、演奏主体性を認める要件と

して、①カラオケ装置の操作等スナック経営者の管

理の下、客が歌唱していること、②カラオケスナッ

クとしての雰囲気を醸成する等して、営業上の利益

を増大させることを意図したことを挙げている。

（２）この立場は、その後、カラオケ装置のリース業者

の演奏主体性が争われた事件で、最高裁平成１３年

３月２日二小判決（ビデオメイツ事件、判例時報１

７４４－１０８）により踏襲されている。

同判決は、「カラオケ装置のリース業者は、カラ

オケ装置のリース契約を締結した場合において、当

該装置が専ら音楽著作物を上映し又は演奏して公衆

に直接見せ又は聞かせるために使用されるものであ

るときは、リース契約の相手方に対し、当該音楽著

作物の著作権者との間で著作物使用許諾契約を締結

すべきことを告知するだけでなく、上記相手方が当

該著作権者との間で著作物使用許諾契約を締結し又

は申込みをしたことを確認した上でカラオケ装置を

引き渡すべき条理上の注意義務を負うものと解する

のが相当である」として、著作物使用許諾契約を締

結し又は申込みしなかったリース業者の不法行為責

任を認めている。

その理由としては、カラオケ装置が著作権侵害を

生じさせる蓋然性が高い装置であること、著作権侵

害が犯罪行為であることのほかに、①カラオケ装置

のリース業者は、このように著作権侵害の蓋然性の

高いカラオケ装置を賃貸に供することによって営業

上の利益を得ているものであること、②一般にカラ

オケ装置利用店の経営者が著作物使用許諾契約を締

結する率が必ずしも高くないことは公知の事実であ

って、カラオケ装置のリース業者としては、リース

契約の相手方が著作物使用許諾契約を締結し又は申

込みをしたことが確認できない限り、著作権侵害が

行われる蓋然性を予見すべきものであること、③カ

ラオケ装置のリース業者は、著作物使用許諾契約を

締結し又は申込みをしたか否かを容易に確認するこ

とができ、これによって著作権侵害回避のための措

置を講ずることが可能であること等を挙げて、上記

注意義務を肯定すべきであると判示した。

（３）同判決は、カラオケ装置を利用した演奏主体をス

ナック等の経営者とみる考え方（いわゆる「カラオ

ケ法理」といわれるもの1）に、著作権侵害の予見

可能性と結果回避措置実施可能性を要件として加え

ることによって、無断演奏という直接的な侵害行為

と距離のあるリース業者にも不法行為責任を負わせ

ようとしたものである。

このように、最高裁は、管理・支配、営業上の利

益、若しくは侵害予見可能性という要素を根拠に、

カラオケ装置のリース業者に演奏主体として「直接

侵害性」を認めようとするものであるが、その根拠

とするところには、米国における間接侵害としての

寄与侵害及び代位責任と共通の基盤がある2。

しかし、最高裁のこの立場に対しては、侵害主体

性を認めるということは、不法行為責任にとどまら

ず、著作権法１１２条に基づく差止請求をも認める

ということになるとして、物理的な改変行為を現実

に行っていない者をたやすく差止請求に服させるこ

とは、第三者の予測可能性を過剰に害するおそれが

あり相当でないとする有力な批判がある3。

３．ときめきメモリアル事件

ときめきメモリアル事件で最高裁（平成１３年２月

１３日三小判決、判例時報１７４０－７８）は、「専

らゲームソフトの改変のみを目的とする本件メモリー

カードを輸入、販売し、他人の使用を意図して流通に

おいた上告人は、他人の使用による本件ゲームソフト

の同一性保持権の侵害を惹起したものとして、被上告

人に対し、不法行為に基づく損害賠償責任を負う」と

した。

同判決は、メモリーカードのユーザーの侵害主体性

著作権法における間接侵害の法理

弁護士　坂田　均



を認めた上で、メモリーカードの輸入者について不法

行為責任を肯定したものである。

最高裁が、この事件判決で、輸入頒布者の侵害主体

性を認め、直接侵害性を肯定したものかどうかは明ら

かでない。「侵害を惹起した」との文言からは幇助と

捉えている可能性もあるが、「専ら」や「改変のみ」

の文言からは、特許法１０１条１号と同様の法理で間

接侵害を認めた可能性も考えられる4。

同事件では、当該メモリーカードが二重の専用性を

有していたが、このことからすると同判決の射程範囲

を、汎用的な機能を有するメモリーカードを輸入頒布

する行為一般にまで広げることは相当でなかろう5。

４．インターネット・プロバイダー

東京地裁平成９年５月２６日判決（ニフティ－サー

ブ事件、判例時報１６１０－２２）は、パソコン通信

を利用したフォーラムに他人の名誉毀損する発言が書

き込まれた場合に、フォーラムを運営・管理するシス

テムオペレーターには、会員の権利が不当に害されて

いないかを常時監視する義務はないとしたものの、

「他人の名誉を侵害する発言が書き込まれていること

を具体的に知ったと認められる場合には、当該シスオ

ペには、その地位と権限に照らし、その者の名誉が不

当に害されることがないような必要な措置をとるべき

条理上の作為義務があった」として、当該作為義務違

反をしたシスオペに不法行為責任を負わせている。

この判決の法理を発展させて、その後プロバイダー

責任制限法が制定されている6。

東京地裁平成１５年１月２９日中間判決（ファイル

ローグ事件、判例時報１８１０－２９）では、MP３

形式による音楽電子ファイル交換サービス（いわゆる

集中型）を行った会社について、本件サービスは、Ｍ

Ｐ３ファイルの交換に係る分野については、利用者を

して、市販のレコードを複製したＭＰ３ファイルを自

動公衆送信及び送信可能化させるためのサービスとい

う性質を有すること、本件サービスにおいて、送信者

がＭＰ３ファイル（本件各ＭＰ３ファイルを含む。）

の自動公衆送信及び送信可能化を行うことは被告エ

ム・エム・オーの管理の下に行われていること、被告

エム・エム・オーも自己の営業上の利益を図って、送

信者に上記行為をさせていたことから、「被告エム・

エム・オーは、本件各管理著作物の自動公衆送信及び

送信可能化を行っているものと評価することができ

る」として、自動公衆送信権及び送信可能化権の侵害

の主体性を肯定したうえで、不法行為責任を認めた。

この判決は、自動公衆送信行為等を管理し、営業上

の利益を図っている者が、侵害主体であるとしている

ことから、カラオケ法理に基づき演奏主体性を認めた

前記最高裁の立場を踏襲するものといえる。

５．放送番組の制作者・出版者の責任

（１）東京高裁平成８年４月１６日判決（判例時報１５

７１－９８）は、「目覚め」と題するルポルタージ

ュ風の読み物の無断複製及び翻案が問題になった事

件で、テレビ番組を実際に企画・制作した者の他に、

放送事業者についても著作権侵害の責任を認めた。

同判決は、「放送事業、放送番組の制作等を業と

している控訴人テレビ東京としては、その制作、放

映するテレビドラマが他人の著作権や著作者人格権

を侵害することのないように万全の注意を払う義務

があることは当然であり、このことは、当該テレビ

ドラマの制作を委託し、これを放映する場合であっ

ても同様である」として、番組制作を第三者に委託

した場合の委託者について共同不法行為責任を認め

た。ただ、同事件では、同放送事業者は、当該テレ

ビドラマと基本的ストーリーが類似した内容の企画

書が他社から提出されていたり、同企画書に原著作

者名や著書名が表示されていたりしていたのに、原

作なり、使用している素材があるのかどうかについ

て確認していなかった。

また、東京地裁平成２年４月２７日判決（判例時

報１３６４－９５）は、被告学生が卒業作品として

制作したレリーフが、原告の創作したレリーフ「樹

林」の翻案権等を侵害するとされた事件で、学生の

レリーフを雑誌に掲載した被告出版社に関し、「『樹

林』の存在は、美術関係の学科に在籍する学生であ

った被告学生も知っていた程度に、美術の分野で知

られていたことが認められる」との前提にたって、

「『樹林』が右認定程度に知られていた以上、これを

チェックすることが不可能であるとはいえない」と

して、被告出版社に既に公表されている作品の調査

義務を肯定した。

（２）このように、判例は、放送番組の制作や出版を業

とする者には、取扱作品の放送、出版について著作

権侵害がないかどうか万全の注意義務があるとし

て、単に、委託先の調査・報告を信頼するだけでは

注意義務の尽くし方としては不十分であるとしてい

る。従って、放送番組の制作者等は、自ら積極的に

制作過程に立ち入る等して権利侵害の有無を調べな

ければならないことになるから、非常に厳しい注意

義務を負うことになる7。

判例の放送番組の制作者等へ高度の注意義務を課

するこのような立場は、放送番組等の制作又は放送

に関与する者が、他人の著作物を安易に扱ってはな

らないことへの警鐘といえるだろう8。

ただ、判例は、個々の事件においては、放送番組

の制作者や出版者に著作権侵害の予見可能性があっ

たことを慎重に認定して注意義務違反を問うている



から、実際の事件処理としては、放送番組の制作者

や出版者に厳しすぎる過失責任を負わせているわけ

ではない。

６．まとめ

製造委託契約の受託者が、他人の著作物を無断で複

製・翻案していた場合、委託者は、どのような責任を

負うのだろうか。

この場合、上記判例からすると、侵害主体として単

独不法行為（民法７０９条）の成立を検討するか、共

同不法行為責任（民法７１９条）の成立を検討するこ

とになる。

まず、侵害専用品を問題にする場合は、ときめきメ

モリアル事件における最高裁判決の考え方が参考になる。

次に、直接侵害者である受託者とともに間接侵害者

の侵害主体性を問題にする場合は、ビデオメイツ事件

における最高裁判決の考え方が参考になる。そこでは、

①著作権侵害事実発生の予見可能性の有無、②制作過

程における委託者の管理・支配の状況、③営業上の利

益を意図したか、④結果回避措置を講ずることの可能

性等の事情を総合的に考慮して判断されることになる

だろう。

さらに、共同不法行為の成立を検討する場合は、間

接侵害者である委託者には、直接侵害者との間に客観

的関連共同性があったとして民法７１９条１項前段が

適用されるか、幇助行為があったとして同条２項が適

用される。間接侵害行為と直接侵害行為とを共同不法

行為として捉える場合、両者の関係が希薄で、客観的

関連共同性が弱い場合には、間接侵害者である委託者

の侵害主体性は否定し、単なる幇助行為としての責任

を問うこともあり得よう9。

この場合、幇助者としての間接侵害者に対し、差止

請求が認められるかについては議論のあるところであ

る。著作権法１１２条１項の「侵害する者」を侵害主

体に限定する考え方が有力であるが10、幇助者が侵害

状態を支配しているような場合に、幇助者を排除する

ことに合理的理由があるかは更に検討を要する問題で

ある11。
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